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今回のテ－マは、平成２４年度税制改正です。皆様方にとって関心が高い
贈与税のほか所得税等にも改正が行われました。これとともに、震災による
復興支援税制の適用も始まりますので、適用される年度等にもご注意下さ
い。 

ご不明な点や疑問点につきましては、何なりと各担当者にご確認下さい。 
 

Ⅰ．贈与税             
 
１．住宅取得等資金の贈与税の非課税     
 住宅取得・改築等の資金の贈与について、

従来の贈与税の非課税枠が平成２４年１

月１日から平成２６年１２月３１日まで

の間、以下の表のように段階的に引き下げ

られ、新たに省エネ等住宅の特例が設けら

れました。 

≪受贈者ごとの非課税限度額≫ 

贈与年分 

住宅の種類 
平成24年 平成25年 平成26年

省エネ等住宅 1,500万円 1,200万円 1,000万円

上記以外の住宅 1,000万円 700万円 500万円

 
２．上記の注意点             

この贈与税の非課税措置は直系尊属か

らの贈与に限られ、また、適用対象とな

る住宅用家屋は、その床面積が５０㎡以

上２４０㎡以下という制限等があります

で、ご注意下さい。 の 
Ⅱ．所得税            
 
１．特定居住用財産の譲渡        

特定の居住用財産の買換え及び交換の

場合の長期譲渡所得の課税の特例につい

て、譲渡資産の譲渡価額が、１.５億円（改

正前：２億円）以下とされた上、その適用

期限が平成２５年１２月３１日まで延長

されました。    
省エネ等住宅とは、省エネルギー対策等

級4、耐震等級2以上又は免震建築物の住

宅をいいます。 

２．給与所得控除の見直し        

 平成２５年分の給与等から、給与所得控

除額が２４５万円で上限となりました。実

際には、年収が１,５００万円以上の方が

対象となります。

 

例えば、平成２４年に省エネ等住宅の贈

与を受けた場合には、最高で次の金額まで

は贈与税が課税されないことになります。 
  
≪暦年課税の場合≫ 

 基礎控除 １１０ 万円 ＋ 非課税枠  

１,５００ 万円 ＝ １,６１０ 万円 
  
≪相続時精算課税の場合≫ 

 特別控除 ２,５００万円 ＋ 非課税枠 

１,５００ 万円 ＝ ４,０００ 万円 
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３．退職所得の見直し等         ≪上場株式などの配当等≫ 
 

 勤続年数が５年以下の税務上の役員や

国家公務員などが平成２５年１月１日以

降に退職をした場合には、退職所得の計算

上、退職所得控除後の額を２分の１とでき

る措置、いわゆる２分の１課税が廃止され

ました。             廃止 

≪具体的な計算≫         

（収入金額 － 退職所得控除額）×１／２ 

× 税率 ＝ 退職所得に係る所得税額 

 なお、所得税については平成２５年分か

ら、住民税については平成２５年１月１日

以後に支払われるべき退職金から適用さ

れます。 
 

Ⅲ．震災復興税制         
 
１．復興特別所得税               

 平成２５年１月１日から平成４９年１

２月３１日までの２５年間にわたる増税

です。従来の所得税率に１０２.１％を乗

じた税率が課税されます。 

 給与計算等では、通常の所得税と復興特

別所得税を分けずに計算するため、これら

を織り込んだ税額表等を使用して、源泉徴

収事務を行うことになります。 

 また預金の利子及び上場株式などの配

当等にかかる税率も同様に増税となるた

め、以下の表のようになります。 
 
≪預金の利子≫ 
 

 平成24年以前 平成25年以後 

所得税 15％ 15.315％ 

住民税 5％ 5％ 

合 計 20％ 20.315％ 

 平成24年以前 平成25年 平成 26 年以後

所得税 7％ 7.147％ 15.315％ 

住民税 3％ ３％ 5％ 

合 計 10％ 10.147％ 20.315％ 

 
２．復興特別法人税           

 平成２４年４月１日から平成２７年３

月３１日までの間に開始する事業年度に

適用される増税です。従来の法人税率に 

１１０％を乗じた税率が課税されます。 

 ただし、平成２３年度の税制改正におい

て、法人税率が平成２４年４月１日開始事

業年度より25.5%に引き下げられたので、

実際は以下の表のとおりとなります。 

≪改正後法人税≫ 

平成２３年度税制改正

 ＋ 復興特別法人税

所得金額のうち

年８００万円以下

所得金額のうち

年８００万円超

１８％

３０％

中
小
法
人

法人区分

普通法人

＝ １５％ × １１０％

＝ ２５．５％ × １１０％

２８．０５％

１６．５％

２８．０５％

≪計算式≫

改正後税率 × 復興特別法人税
改正前

＝ ２５．５％ ×　１１０％３０％

 改正

 なお、これにより法人税額を元に計算さ

れる法人住民税も増税となります。 
 

Ⅳ．その他留意点         
 
 皆様の関心事である相続税の基礎控除

の引き下げ及び税率の見直しについては、

法案が平成２４年３月３０日に国会に提

出されました。現在のところ、この法案は

未だ成立していないので、今後の動向につ

いては各担当者にご確認ください。 
      

協 和 監 査 法 人 税理士法人 協和会計事務所 株式会社協和ビジネスコンサルティング

金融商品取引法､会社法､学校法人､

公益法人､労働組合等の監査業務を

始め、株式公開支援、各種調査など

－企業経営に関するビジネスアドバ

イザリーサービスを提供します。 

税務・会計のスペシャリストとし

て、法人・個人のクライアントに

対する各種税務申告、タックス・

マネジメント、経営分析、事業承

継対策等をサポートします。 

証票書類の整理、仕訳データの入

力、試算表・各種元帳の作成等の

会計業務全般、給与計算、財産保

全業務等をフォローします。 
”経理部丸ごと引受けもＯＫ！”
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